
第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

5　地域の未来 施策の体系基本構想 01.安全・安心な暮らしを守る防災・減災の推進 主管課

関係課１

関係課３

施策コード

施策の方針

身近な地区での防災・減災を推進するため、地区防災計画の策定及び更新を通じて地区の体制の強化を図るとともに、必

要な施設・設備の充実を図ります。

・消防・防災体制の強化を図る

・氷川町建築物耐震改修促進計画に基づいた建築物の耐震化を促進する

総務課

建設下水道課

P5101

・【消防力の充実と強化】地区要望による消火栓の新設が2件、消防倉庫等の修繕等が4件、小型動力ポンプの耐用年数超過による更新が2件であった。

・【防災ハザードマップ作成・更新】令和2年度において更新作成予定。

・【防災備蓄倉庫の整備・充実】当初計画のとおり平成27年度～令和元年度の5年間で27,000食の備蓄を目標に整備を行ってきた。27,000食分の備蓄に

　　達したため、今後は期限が過ぎた備蓄品の更新等を実施していく。

・【一時避難所の整備】令和元年度は予定している全ての土地購入を行い、野津防災公園については造成工事がほぼ終了した。宮原防災公園について

　　は、設計業務委託が令和2年6月に終了し、その後造成工事に入る予定。

・【自主防災組織育成事業】平成30年度までに町内全39地区において組織作りが完了、10月に実施した町防災訓練では全地区が参加し訓練を実施した。

・【地区防災計画の策定及び更新支援】当初の計画から3年を経過している地区もあり、見直す地区もみられる。

・【防災行政無線デジタル化事業】平成29年度～令和元年度の3ヶ年で整備を行っていく計画であったが、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い海外部

　　品工場が閉鎖し、国内への部品調達が困難に陥り、計画内に完了することができなかった。

・【建築物の耐震化等支援】地震防災マップを活用し、建築物の耐震診断・改修促進及び普及啓発を図るため計画に基づいた建築物の耐震化に向けた支

　　援を実施する。氷川町建築物耐震改修促進計画（平成29年6月策定）に基づき、耐震化の目標達成に向けた既存建築物の耐震診断や改修を総合的か

　　つ計画的に促進することを目的とする。

関係課２

担当
部署

施策の現状、
取り組み内容
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【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

【今後の方針】 【評価指標】

12

39 A

A9 8

自主防災組織育成事業 総務課 自主防災訓練の実施（地区） 39 39 39

指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

R元年度
実績

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

進捗
評価

事業名称 担当課

100 A防災行政無線デジタル化事業 総務課 整備率（％） 1.27 58.89102,666

防災備蓄倉庫の整備・充実 総務課 防災備蓄用品の確保（食） 20,552 24,552

72.44

27,000 27,000 A

39 A地区防災計画の策定及び更新支援 総務課
地区防災計画の策定（更新）地
区数（地区） 29 390

R元事業費
（決算：千円）

0

7,376

4,943

一時避難所の整備 52,260

消防力の充実と強化

30

総務課
消防施設整備（小型ポンプ等更
新）地区（件） 12

A

防災ハザードマップ作成・更新 0 総務課
防災ハザードマップ作成・更新率
（％） 0 0 0 100 B

総務課 防災公園の整備率（％） 0 0 60 100

90 B建築物の耐震化等支援事業 1,000 建設下水道課 木造住宅耐震化率（％） 48.8 50 51

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

A

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

・【防災ハザードマップ作成・更新】冊子版及びWEB版を作成予定でスマホ等身近なツールでハザードマップ情報が確認できるようになる。

・【地区防災計画の策定及び更新支援】　これまでは行政主導で策定を行っていたが、最近では、県内でも甚大な災害が発生していることから、

　地区・地域住民の方から、再度地域を見つめなおす動きが出てきている、この動きを支援していくことが必要。

・【防災行政無線デジタル化事業】最近の異常災害に対応すべく防災アプリを導入したので、今後は操作習得に向けて職員研修を実施していく。

　また、防災行政無線等の防災の発信における情報伝達手段についてもSNSを等を通じて迅速に的確な情報を発信できる体制を整える。

・【建築物の耐震化事業】耐震診断及び耐震改修への支援、リフォームに併せた耐震化の誘導、耐震改修促進に関する税制措置の紹介、

　氷川町戸建て木造住宅耐震改修等事業の活用について、広報誌や町HPで事業の活用を促す。

・【防災備蓄倉庫の整備・充実】一元管理が望ましいが他課からの備蓄品のニーズを考えれば検討する余地がある。

・【自主防災組織育成事業】及び【地区防災計画の策定及び更新支援】地区住民への周知が必要である。

・【防災行政無線デジタル化事業】新たに防災アプリや機器の導入等を行ったので、操作の習得が課題。

・【建築物の耐震化事業】相談はあるものの工事費用が多額となるなどの理由により、実施数が少ない状況である。

施策の課題

今後の
施策展開
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

0 A

主管課

関係課１

関係課３

B

進捗
評価

担当
部署

200

100 B

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

身近な地区で防犯活動を強化するとともに、必要な施設・設備の充実を図ります。

・防犯体制及び防犯環境の充実を図る

総務課

P5102

・PTAや各場職員・防犯団体と連携した青パトを計画的に推進し、令和元年中の刑法犯認知件数は前年（35件）の半分以下（14件）まで減少した。

・防犯ボランティアに対し、生活安全推進協議会の協力を得ながら防犯ベストや懐中電灯、青パト用の反射シートを配布し、活動の活性化を図った。

・行政区活動活性化交付金を活用し、新たに６基の防犯灯を新設した（LED化も５基）。

・暴力団排除のため、県警主催の研修会資料を職員に提供し情報共有を図った。暴力団介入事案発生の把握無し。

関係課２

5　地域の未来 施策の体系

H30年度
実績

R元年度
実績

基本構想 02.安全・安心な生活環境づくりのための防犯・暴力団排除の推進

施策の方針

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

0

事業名称 担当課 指標名
基準値
（H29）

5暴力団排除活動の推進 総務課 暴力団介入事案発生件数（件） 0 0

1,000 B地区防犯灯施設設置事業 総務課 防犯灯設置総数（基） 900 1,0530 1,059

0

0

地区内見守り活動の推進

防犯ボランティアの育成 総務課
青色防犯パトロール受講者数
（人/年） 55 110 150

200 175総務課 パトロール実施回数（回/年） 80
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【今後の方針】 【評価指標】

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

・コロナ感染症問題で社会不安が高まっており、会合の自粛等で講習会の受講者やパトロール・各種活動の減少も避けられない。

・大きな事件の発生もなく、平和に慣れ、警戒心の希薄化が懸念される。

・今後の高齢化、過疎化、連帯意識の希薄化を考慮したうえでの施策推進が求められる。

・限られた予算で、いかに効率よく指標達成に向けた活動を行うかアイデアが必要。

・防犯に対する意識高揚、参加意識を高める活動を推進する。
今後の

施策展開

施策の課題

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

B
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

2,335

255

998

交通安全教育の充実

交通安全施設整備事業

交通安全対策の体制強化

指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

15 15 16

3 4

16

基本構想 03.安全な暮らしを支える交通安全対策の推進 主管課

関係課１

関係課３施策の方針

5　地域の未来 施策の体系

関係課２

総務課 交通指導員委嘱数（人）

13

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

交通安全意識の向上を支援するとともに、交通安全施設の充実を図ります。

・交通安全意識の啓発を図る

・交通安全施設の充実を図る

総務課

P5103

・【交通安全対策の体制強化】令和元年7月1日付で交通指導員1名を委嘱し16名体制となった。（令和2年4月1日時点から1名離職し再び15名へ）

・【交通安全教育の充実】小学校での交通安全教室4回開催

・【交通安全施設整備事業】カーブミラーの整備、宮原小学校や竜北中学校等学校周辺及び栫地区の交通安全施設対策推進、交通安全のぼり旗の常時

　　掲揚（役場前町道）

R元年度
実績

進捗
評価

事業名称 担当課

担当
部署

10

16 A

B

10 B総務課 整備施設件数（件/年） 10

総務課
交通安全教室の開催回数
（回/年） 5
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【今後の方針】 【評価指標】

施策の課題

・【交通安全対策の体制強化】交通指導員のボランティア化に伴う各種手続きの推進

・【交通安全教育の充実】交通安全運動以外の意識啓発活動の不足

・【交通安全施設整備事業】交通安全施設の老朽化・摩耗に伴う改善要望の増加

・【交通安全対策の体制強化】令和2年度初めで再び１名減となった交通指導員の補完

・【交通安全教育の充実】コロナ感染症拡散防止のためイベント開催が抑制される中で感染防止を踏まえた意識高揚方策の実施

・【交通安全施設整備事業】危険性・緊急性の高い施設の整備推進。
今後の

施策展開

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

B

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

完了

0 完了 C

B17 20

基本構想 01.古墳をはじめとする歴史的資源の保全、整備 主管課

関係課１

関係課３

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

施策の方針

古墳群などの拠点的な歴史的資源の保全や環境整備とともに、歴史資料の収集・保存及び活用のためのＰＲ活動を進めま

す。

・歴史的資源の環境整備を進める

・歴史資料の整備・活用を進める

・各地域での歴史的資源調査の実施及び保全・改善活動を支援する

生涯学習課

地域振興課

P5201

・【野津古墳群・大野窟古墳整備事業】野津古墳群・大野窟古墳保存活用計画書に基づき、整備に向け調査や整備計画を策定した。令和元年度は大野窟

　　古墳の災害復旧事業を優先して実施している。

・【歴史古墳ツーリズム・散策ルートの環境整備事業】定期的な文化財の草刈り等を実施している。

・【歴史的資源に関する資料の収集・整理及びPRの推進】史跡を保存し後世に伝えるため、また文化財を活用するため、史跡の環境整備を行う。

・【町史編纂事業】町史編纂に向け、旧町の町史を基に関係資料の収集を行い、町内全域の踏査や確認調査を実施しているが、令和元年度は未実施。

・【各地区のまちづくり活動支援 （歴史資源の保全・PR）】地区に存在する文化財や史跡などを紹介する看板の設置を行政区活動活性化補助金制度で

　　支援している。

・【各地域の伝統的な祭り情報の収集とPR、保存・継承】地域や保存会の活動に対して助成を行っている。

関係課２

担当
部署

5　地域の未来 施策の体系

施策の現状、
取り組み内容

生涯学習課 大野窟古墳の復旧
保存活用
計画策定

進捗
評価

事業名称 担当課 指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

R元年度
実績

B
大野窟古
墳の地震
復旧優先

大野窟古
墳の地震
復旧優先

大王山古墳群の活用 生涯学習課 古墳群全域の把握・踏査（％） 0 0

生涯学習課 草刈等の実施ヵ所（ヵ所） 17 10

4 9 C
歴史的資源に関する資料の収集・整
理及びＰＲの推進

生涯学習課
国県指定文化財パンフレットの
種類（種類） 4 40

R元事業費
（決算：千円）

7,496

0

野津古墳群・大野窟古墳整備事業

歴史古墳ツーリズム・散策ルートの
環境整備事業　【再掲】 -
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5

6

7

8

【今後の方針】 【評価指標】

設置完了 C
各地区のまちづくり活動支援 （歴史
資源の保全・ＰＲ）

地域振興課 文化財・史跡の看板設置 一部設置 一部設置 要望なし

完了 C
町史編纂事業及び歴史的資源ＰＲ冊
子の作成

生涯学習課 宮原地区踏査（％） 40 400 0

0

各地域の伝統的な祭り情報の収集と
ＰＲ、保存・継承 170 C生涯学習課 学校への伝統芸能紹介例（例） 1 0 0 4

総
合
評
価

C

施策の課題

・【野津古墳群・大野窟古墳整備事業】大野窟古墳が熊本地震で被災したためその復旧事業を優先している状況にある。

・【大王山古墳群の活用】大王山古墳群を適切に保存し後世に伝えるため、また文化財を活用するため、環境を整備する必要がある。 そのため、

　大王山古墳群の調査を実施し、活用に向け計画づくりを行う必要がある。

・【町史編纂事業】町史編纂に向け、旧町の町史を基に関係資料の収集（町内全域の踏査や確認調査）を行う必要がある。

・【各地区のまちづくり活動支援 （歴史資源の保全・PR）】各地区より要望があった際に着手するが、要望は極めて少ない。地区において文化財

　や史跡に対する活動の優先順位が低いと思われる。

今後の
施策展開

・【野津古墳群・大野窟古墳整備事業】大野窟古墳の災害復旧事業を優先して実施し、その後野津古墳群等の活用事業に進む予定としてい

　る。

・【町史編纂事業】旧町の町史を基に関係資料の収集（町内全域の踏査や確認調査）を行う必要がある。正確な遺跡台帳及び遺跡地図を作

　成し、歴史パンフレットなどの作成に着手する。

・【各地区のまちづくり活動支援 （歴史資源の保全・PR）】次世代への歴史資源の伝承が必要である。各地区の歴史資源の「いわれ」や歴史を

　学ぶことも取り入れた活動も実施すべきと考える。

・【各地域の伝統的な祭り情報の収集とPR、保存・継承】各地域にあった伝統的な祭りや伝統芸能の情報を集め、保存や復活の可能性を考え

　る基礎資料を作り、地域学校協働本部事業等と連携して各地域の祭りや伝統芸能を保存・継承できるように進める。

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

6

1,700 B
文化祭を活用した地域の伝統・文化
のＰＲ活動支援

生涯学習課 文化祭入場者数（人） 1,500 1,500700 1,500

8 B歴史・伝統・文化に関する人材育成 生涯学習課 研究会活動回数（回） 6 60

伝統事業への支援（地蔵まつり、納
涼祭支援）

地域振興課 地蔵まつり参加者数（人） 2,000 2,000

6

2,000 3,000 B2,440

基本構想
02.地域の伝統・文化の継承のための地域活動の推進と人材の育
成

施策の方針

B671 729

住民自治によるまちづくり活動支援
事業（伝統行事関連）

地域振興課

1,000

8 B0

303
伝承館管理業務・各種クラブ活動支
援

地域振興課 伝承館利用人数（人） 929

取組地区数（地区） 8 4

事業名称 担当課 指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

R元年度
実績

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

25

主管課

関係課１

関係課３

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

身近な地域の歴史的資源や伝統文化の保全・継承への取り組みを支援するとともに、担い手となる人材の育成に努めま

す。

・各地域における伝統・文化の継承のための地域活動を支援する

・活動を担う人材育成を進める

地域振興課

生涯学習課

P5202

・【住民自治によるまちづくり活動支援事業（伝統行事関連）】どんどや、祭りなどの地区の伝統行事に対して、行政区活動活性化交付金による財政的

　　な支援を行い、地区コミュニティの向上と保存・再生活動を促す。

・【文化祭を活用した地域の伝統・文化のPR活動支援】各地域における伝統・文化の継承のため補助金を交付している。

・【歴史・伝統・文化に関する人材育成】歴史、郷土史等に興味がある新たな人材を発掘するため、文化協会加盟団体の歴史研究会の活動支援を実施し

　　ている。

進捗
評価

関係課２

担当
部署

5　地域の未来 施策の体系
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【今後の方針】 【評価指標】

施策の課題

総
合
評
価

B

・【住民自治によるまちづくり活動支援事業（伝統行事関連）】どんどやは比較的多くの地区で行われている。祭などの伝統行事に必要な道具等

　の修繕にも支援を行っているが、修繕が必要な事例は多くは発生しない。途切れた行事の復活など新しい取り組みが望まれる。

・【文化祭を活用した地域の伝統・文化のPR活動支援】各地区での伝統行事等が、途絶えないように支援の必要がある。

・【歴史・伝統・文化に関する人材育成】町内におられる歴史、郷土史等に興味がある新たな人材を発掘する必要がある。

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

・【住民自治によるまちづくり活動支援事業（伝統行事関連）】保存活動に活用できる補助金等の周知を行う。

・【文化祭を活用した地域の伝統・文化のPR活動支援】文化祭で、各地区の保存・再生活動の成果を発表する機会を作り、広く町内に周知す

　るとともに、活動を盛り上げ、住民の文化意識を高める。

・【歴史・伝統・文化に関する人材育成】文化財や歴史を題材とした公民館講座等を開催し、新たな人材の発掘を行う。
今後の

施策展開
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

担当
部署

20 B
歴史・古墳ツーリズム、散策ルートの
環境整備事業　【再掲】

生涯学習課 草刈等の実施ヵ所（ヵ所） 17

基本構想 03.全町的な歴史資源の活用とネットワーク化の推進 主管課

関係課１

関係課３施策の方針

5　地域の未来 施策の体系

関係課２

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

町内の歴史的資源に触れ、親しむための散策ネットワークづくりを進めます。

・歴史的資源をめぐる散策ルートの開発と環境整備を進める

生涯学習課

P5203

・町内の文化財の活用を図るため、定期的な文化財の草刈り、管理を実施している。

進捗
評価

事業名称 担当課 指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

R元年度
実績

10 17

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

-
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【今後の方針】 【評価指標】

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

・野津古墳群、大野窟古墳、大王山古墳群などの指定文化財の環境整備、散策ルートの整備及び案内・解説サインを整備する。また、指定以

　外の町内遺跡や文化財を正確に把握し、散策ルートを計画していく。計画段階から道路整備や休憩所、トイレ、駐車場、案内サイン、解説サイ

　ンなどの施設も計画する。
今後の

施策展開

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

B

施策の課題 ・町内の歴史的資源に触れ、親しむための散策ネットワークづくりを進めるため、散策ルートを開発する必要がある。
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

施策の現状、
取り組み内容

基本構想 01.住民自らが参画し、住民が主役となるまちづくりの支援 主管課

関係課１

関係課３

施策コード

施策の方針

住民が主体的にまちづくりに関わる機会を創出するとともに、継続的な参加のための仕組みや体制づくりを支援します。

・各地域及び全町でのまちづくりへの参加機会を創出する

・まちづくり参加の仕組みや体制づくりを進める

・各地域でのまちづくり活動助成を進める

・各地域でのまちづくり活動支援の制度、体制づくりを推進する

地域振興課

総務課

生涯学習課

P5301

・【地区別計画の推進支援】住民による地区別計画策定の支援、計画に基づく地区づくり活動の指導・助言を行った。

・【総合振興計画の進行管理】第2次総合振興計画の着実な推進を図るため、令和元年度より行政による内部評価及び総合振興計画審議会による外部評価

　　を実施し、評価結果について町ホームページで公表し計画の進行管理を行った。行政評価システムを活用し実施計画書及び施策評価表の作成を行って

　　いる。

・【氷川まつりなどのイベントへの参画、住民交流】まつり開催による住民同志の融和や町外者との交流、交流人口の拡大、町の特産品のPRを図る予定

　　だったがコロナの影響により中止とした。

・【まちづくり条例の運用】宮原地区において土地開発事業及び建築行為等に対する規制、誘導を行っている。

・【住民自治組織の育成】第2次地区別計画に基づいた住民自治活動への支援・助言を実施した。

・【住民自治活動の広報・情報交流】地区づくり活動について他地区での取組み等を紹介し地区活動の醸成を図ったが、地区での取り組みは無かった。

・【まちづくりの運営体制の強化】未実施

・【住民自治によるまちづくり活動支援事業】まちづくり活動への活動支援、財政的支援を行う。各種申請、実施計画等について、 全39地区のまちづく

　　り活動の取組事業の支援を実施した。

・【行政区活動活性化交付金】令和元年度より地区に対する各種補助金（地区活性化総合交付金、住民主役のまちづくり補助金、地区館助成金等）を統合

　　し、行政区活動活性化交付金として運用し、各地区のまちづくり活動を支援している。

・【地区公民館建設支援事業】地区活動拠点となる施設（地区公民館）充実のための補助を実施。

・【地区館活動助成】令和元年度より行政区活動活性化交付金制度へ移行。

・【地区づくり体制の確立】各地区において地区づくり会議を行うなど、地区づくり体制の確立を図っている。

関係課２ 企画財政課

担当
部署

5　地域の未来 施策の体系
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【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

実施 A地区館活動助成
（行政区活動活性化交付金に統合）

―
（1に含む）

生涯学習課 地区館活動の活性化 実施 実施 実施

8,000 B

地区公民館建設支援事業 453 生涯学習課 地区公民館施設の充実 実施 実施 実施 実施 A

氷川まつりなどのイベントへの参画、
住民交流 2,487 地域振興課 来場者数（人） 7,000 8,000 中止

実施 B

地区づくり体制の確立 0 地域振興課 自主的な地区づくり会議の開催 実施 実施 実施 実施 B

まちづくり条例の運用 0 地域振興課
まちづくり条例に伴う事前協議の
実施

実施 実施 実施

C

まちづくりの運営体制の強化 0 地域振興課
NPO団体の設立支援（団体数）
（団体） 0 0 0 1 C

地域振興課
町広報誌の活用や地区づくり新
聞発行地区数（地区） 2 0 0 10

R元事業費
（決算：千円）

22,385

300

―
（1に含む）

住民自治活動の広報・情報交流 0

住民参加による総合振興計画の見
直し（進行管理）

実施

進行管理の実施 未実施

R元年度
実績

実施 B住民自治組織の育成 地域振興課 自治組織の育成 実施 実施0

実施 A地区別計画の推進支援 地域振興課
地区づくり活動への支援・相談機
能の充実

実施 実施0

住民自治によるまちづくり活動支援
事業

地域振興課
全地区においてまちづくり活動の
実施

実施 実施

実施

実施 実施 A

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

進捗
評価

事業名称 担当課

実施

実施 A

企画財政課 A実施 実施

地区活性化交付金業務
行政区活動活性化交付金

総務課
地域振興課

類似補助金との統合 未実施 検討 実施

指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績
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【今後の方針】 【評価指標】
Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

総
合
評
価

B

施策の課題

・【地区別計画の推進支援】平成30年度に策定した「第2次地区別計画」を指針とした地区づくり活動を展開する一方、交付金の統合に伴う混

　乱が生じた。

・【総合振興計画の進行管理】行政評価システムへの入力作業や施策評価表作成など事務局からの働きかけやスケジュール管理が必要。

・【氷川まつりなどのイベントへの参画、住民交流】隔年で開催地を交互に変更しているため準備等が煩雑である。また、竜北公園開催時には氷川

　まつりとは別に桜フェスタを翌週に行っているが、小規模の同内容イベントを同時期に実施することの意義を検討する必要がある。

・【まちづくり条例の運用】開発建築行為を計画する事業者に対して、まちづくり条例に基づいた適正な土地利用の理解を求める必要がある。

・【住民自治組織の育成】第2次地区別計画に基づき、地区活動を展開していく必要がある。

・【住民自治活動の広報・情報交流】情報共有のため広報紙や地区の新聞の発行による広報活動の充実や各種会議による情報交流を進める必

　要がある。 地区より要望があった際に動くため受動的である。

・【まちづくりの運営体制の強化】体制の強化を図るための民間団体の掘り起こしが出来ていない。

・【住民自治によるまちづくり活動支援事業】毎年、同じような事業を実施する地区が多く、マンネリ化している。新しい取り組みへの誘導が課題であ

　る。

・【行政区活動活性化交付金】制度初年度ではあるものの、交付金の項目が多く、提出書類や添付書類の準備等の事務作業も煩雑で、区長

　等にとっては大きな負担となっている。

・【地区づくり体制の確立】体制は確立されているので自主的かつ継続性のある地区づくり制度を推進する。

・【地区別計画の推進支援】第2次地区別計画の実現に向けて、事業に取り組むよう指導・助言を行う。

・【総合振興計画の進行管理】今後も施策事業の成果検証を行い、PDCAサイクルに基づく総合振興計画の進行管理を行っていく。

・【氷川まつりなどのイベントへの参画、住民交流】継続実施、将来的にはコストダウンを図りつつ開催地を一本化したい。

・【まちづくり条例の運用】土地利用計画及びまちづくり条例に基づいた適正な土地利用を推進する。

・【住民自治組織の育成】第2次地区別計画を基本指針とした住民自治活動を支援する。

・【住民自治活動の広報・情報交流】他地区の活動にも興味を持ってもらうような情報発信を行う。

・【まちづくりの運営体制の強化】まちづくり活動を担うNPO団体など民間組織の発掘

・【住民自治によるまちづくり活動支援事業】地区にとってより便利な財政支援の方法を検討する。

・【行政区活動活性化交付金】各区長への制度の説明会を開催し、制度をより理解していただき、地区別計画に基づく活動や地区の運営に活用

　してもらう。

・【地区公民館建設支援事業】地区集会所施設等を建築(増改築及び修理を含む。)しようとする地区に対して補助金を交付しており、今後も継

　続していく。

・【地区づくり体制の確立】継続実施

今後の
施策展開
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

地域振興課
町と交流のある人材ネットワーク
構築

未実施

地域振興課
まちづくりリーダーを対象に講
座、研修実施回数 1

実施 C

担当
部署

1

80 C

C

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

住民がまちづくりについて学ぶ機会を充実させるとともに、まちづくりに意欲のある住民の連携のためのネットワーク化を

支援します。

・まちづくり学習・研修機会を充実させる

・まちづくり人材のネットワーク化と情報提供を進める

・日本一学生が訪れたくなるまちづくりを進める

地域振興課

企画財政課

P5302

・【まちづくりリーダー研修機能の強化】地域づくりの中心となるべき人材育成を目的とした「地域リーダー育成塾」を、平成28年度から平成30年度に

　　かけて開催した。

・【大学連携によるまちづくり事業】行政と大学生がまちづくりに関する研究活動を通して政策提言や情報発信を行うもので、全国大学生政策アカデ

　　ミー実行委員会の事業を町が後援している。令和元年度にはインターン生と職員が地方創生に関する意見交換等を実施した。アカデミー実行委員会

      の事業に関わるだけでなく、町独自の取組みも進めていく必要があり、令和元年度に熊本高専と地方創生に関する連携協定を締結した。

R元年度
実績

進捗
評価

事業名称 担当課

基本構想 02.まちづくりを担う人材やリーダーの育成 主管課

関係課１

関係課３
施策の方針

5　地域の未来 施策の体系

関係課２

37 22 31

1 0

未実施 未実施

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

0

0

0

まちづくりリーダー研修機能の強化

人材ネットワークの充実

大学連携によるまちづくり事業

指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

企画財政課 地域づくり活動の交流人口（人）
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【今後の方針】 【評価指標】
Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

C

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

今後の
施策展開

・【まちづくりリーダー研修機能の強化】町が抱える課題解決のために、町の魅力を高め、発信することができる人材の育成を行っていく。

・【人材ネットワークの充実】任意団体が持つノウハウを活用し、支援及び育成に関わっていく。

・【大学連携によるまちづくり事業】熊本高専と連携協力し、防災・減災体制の強化策や住宅政策、ICTを活用した子どもたちへの教育支援に関す

　る調査研究を進めていく。

施策の課題

・【まちづくりリーダー研修機能の強化】まちづくりの中心となる人材が不足しており、人材育成が急務である。

・【人材ネットワークの充実】民間の任意団体では積極的な活動を行っているが、町独自での取り組みは行えていない状況にある。

・【大学連携によるまちづくり事業】連携協定を締結した熊本高専との交流を図っていくとともに、町独自の取組を進めていく必要がある。
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

0

0

0

テーマ型住民活動支援制度の確立・
充実

地区の各種団体の維持・設立の促
進

指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

未実施 0 0

基本構想 03.まちづくりの新しい主体の形成 主管課

関係課１

関係課３施策の方針

5　地域の未来 施策の体系

関係課２

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

まちづくりに自主的に取り組む団体やグループの組織強化・育成を支援していきます。

・各種まちづくり活動団体・組織の育成を支援する

地域振興課

生涯学習課

P5303

・【地区連携事業の検討】地区づくり活動において近隣地区との協働による活動推進が必要なものに対し、地区連携事業としての支援の検討を行った。

　　将来的に地区づくり活動に関する地区単位の見直しを検討する。

・【テーマ型住民活動支援制度の確立・充実】福祉、教育、子育て、環境、伝統文化の継承など、様々なテーマを持って活動する住民グループや団体な

　　どの立ち上げや育成、新たな取り組み実施のための支援制度の確立への支援。

・【地区の各種団体の維持・設立の促進】町子ども会育成連絡協議会については、加入団体を維持しているが竜北地区の加入が少なく地区に偏りがあ

　　る。

R元年度
実績

進捗
評価

事業名称 担当課

担当
部署

実施

3 C

C

B実施

実施 実施

実施生涯学習課

地区連携事業の検討 地域振興課
地区連携事業実施地区数（地
区）

実施
地区における各種団体の活動充
実

実施

地域振興課
活動住民・団体等グループへの
支援制度

実施
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【今後の方針】 【評価指標】
Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

・【地区連携事業の検討】連携を必要とする事業や地区からの要望の有無を調査する必要がある。

・【テーマ型住民活動支援制度の確立・充実】活動団体は地区づくり組織でも良いと思うが、新たな団体の発掘、育成も必要と思われる。

・【地区の各種団体の維持・設立の促進】町子ども会に加入していないけれども地区で活動を行っている団体があると思われるが、把握できていない。

総
合
評
価

C

・【地区連携事業の検討】世帯数が少なく、地区づくり活動の実施に苦慮している地区に対し、地区連携事業の提案・推進を図る。

・【テーマ型住民活動支援制度の確立・充実】事業に取り組んでもらうために詳細な内容説明と具体的な活用方法について周知する必要がある。

・【地区の各種団体の維持・設立の促進】区長などに団体の加入状況を調査し、加盟を促進する対象を把握する。また、現存する団体の維持に

　努める。

今後の
施策展開

施策の課題
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

地域振興課
まちづくりに携わる職員のスキル
アップ

実施

企画財政課 政策研究会活動推進 推進

実施 C

企画財政課

担当
部署

推進

78 B

A

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

各地区のまちづくりや重点プロジェクトなどのテーマ別まちづくり活動を支援するとともに、人材育成や組織の育成を支援

する行政の人的体制や組織の強化を図ります。

・各地域のまちづくりを支える職員体制を拡充する

・まちづくり活動支援のための研究活動を進める

地域振興課

総務課

P5401

・【人材育成の推進、機会の創出】平成30年度までの3年間、地域リーダー育成塾へ町職員が参加し、地域リーダーとしてのあり方、経営学、まちづくり

　　の先進事例を学ぶプログラムを実施した。令和元年度未実施。

・【役場内に政策研究会の設置及び活動推進】行政と住民の協働によるまちづくりの推進及び人材育成を図るため、未来まちづくり研究会が設置されて

　　いる。未来まちづくり研究会による活動を中心に、町の課題を調査・研究し、政策提言を行うための活動を推進した。

R元年度
実績

進捗
評価

事業名称 担当課

基本構想 01.地域のまちづくりを支える人的体制の強化 主管課

関係課１

関係課３施策の方針

5　地域の未来 施策の体系

関係課２

総務課 各地区担当２名体制を維持（人）

未実施

指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

78 78 78

推進 推進

実施

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

0

0

0

役場内に政策研究会の設置及び活
動推進

人材育成の推進、機会の創出

地区担当職員制度の拡充
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【今後の方針】 【評価指標】
Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

B

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

施策の課題

・【人材育成の推進、機会の創出】継続した研修機会の創出ができていない。

・【役場内に政策研究会の設置及び活動推進】未来まちづくり研究会の取組内容について、情報発信していくことが必要である。

・【人材育成の推進、機会の創出】まちづくりに携わる職員のスキルアップにつながる研修を開催する。

・【役場内に政策研究会の設置及び活動推進】町の課題の調査・研究など活動推進のための継続的な支援を行う。
今後の

施策展開
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

P5301事業
№9に同じ

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

実施 A

進捗
評価

総合補助金制度による予算システム
の検討

地域振興課 各種補助金の統合 未実施 検討 実施

事業名称 担当課

施策コード

R2年度 R3年度 R4年度
最終目標

（R9）

様々な住民の自主的なまちづくり活動を支援するための助成制度の拡充と、それに連動する予算システムづくりを進めま

す。

・自主的な地域自治活動を支援する予算編成システムの検討

地域振興課

P5402

・住民自治の振興及び協働のまちづくりの推進並びに地域の均衡ある発展を目的に、行政区の活動に対して行政区活動活性化交付金の交付により財政的に

　支援する。

主管課

関係課１

関係課３

関係課２

施策の方針

施策の体系

担当
部署

5　地域の未来基本構想 02.地域自治組織の活動を支える財政システムの確立

指標名
基準値
（H29）

H30年度 R元年度

128



【今後の方針】 【評価指標】

・現行の制度により引き続き支援を行う。

今後の
施策展開

・住民の自主的なまちづくり活動を支援するため、各種交付金や補助金を一元化したが、行政区活動活性化交付金の項目が多岐にわたっている

　ため、区長による交付金申請が煩雑になっている。

施策の課題

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

A

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針
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第2次氷川町総合振興計画／施策評価シート（令和元年度）

【基本構想／施策の体系】

【施策の現状】

【事業名称、指標名】

No.

1

2

3

4

5

公共施設管理計画に基づく管理事
業

企画財政課
公共施設個別施設管理計画の
策定

実施 B

企画財政課

担当
部署

2,500

実施 A

B

指標名
基準値
（H29）

H30年度
実績

1,905

施策コード

R2年度
実績

R3年度
実績

R4年度
実績

最終目標
（R9）

行政施策全般における住民参加、住民との協働による施策推進のための体制や制度の充実に努めます。

・住民参加によるまちづくりの拠点形成

・利便性の高い行政システムを確立する

地域振興課

総務課

P5403

・【まちづくり情報銀行、まちつくり酒屋の機能の拡充】住民参加のまちづくり拠点としての機能を拡充するため、大学連携や異業種間の人材交流を

　　図っている。情報銀行1階は秋山幸二ギャラリー常設展示場として、2階部分はまちづくり研修・会議の場として活用している。まちつくり酒屋は定

　　期的に各種展示並びにイベント等を開催している。

・【電子自治体による情報基盤の充実】ダウンロード可能な申請書の種類を増やし周知及び利用を図っている。

・【公共施設管理計画に基づく管理事業】氷川町公共施設等総合管理計画を基にした個別施設計画を令和2年度末までに策定する。

R元年度
実績

進捗
評価

事業名称 担当課

基本構想 03.住民主役のまちづくりを保証する行政体制・制度の改革 主管課

関係課１

関係課３施策の方針

5　地域の未来 施策の体系

関係課２

実施

未策定 検討

施策の現状、
取り組み内容

R元事業費
（決算：千円）

7,920

実施地域振興課 機能充実による集客と情報発信 実施

総務課 利用件数（件／月）（件） 1,511 1,964

17,867

電子自治体による情報基盤の充実

まちづくり情報銀行、まちつくり酒屋
の機能の拡充

323

着手
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【今後の方針】 【評価指標】

今後の
施策展開

・【まちづくり情報銀行、まちつくり酒屋の機能の拡充】情報銀行1階は秋山幸二ギャラリー常設展示場として、2階部分はまちづくり研修・会議の場と

　して活用中。まちつくり酒屋は定期的に各種の展示イベント等を開催している。令和元年度で補修工事が完了したため、今後の活用方法につい

　て検討を行う必要がある。

・【電子自治体による情報基盤の充実】専門知識の欠如。電子申請システムの構築及び使用に向けたベンダー等との協力及び連携が必要である。

・【公共施設管理計画に基づく管理事業】個別施設計画を令和2年度末までに策定することで、施設の維持管理・更新等に係る対策の優先順

  位、対策の内容及び実施時期が明確になる。全ての施設を維持することが難しいため、施設所管課と連携を取りながら、施設再編等の検討を行

　う必要がある。

施策の課題

Ａ：目標に向かって順調に進んでいる
Ｂ：目標に向かってある程度進んでいる
Ｃ：目標に向かってあまり進んでいない
Ｄ：目標の達成には遠く、早急に見直し
が必要である

総
合
評
価

B

※進捗評価の目標：数値目標
　 総合評価の目標：施策の方針

・【まちづくり情報銀行、まちつくり酒屋の機能の拡充】現在の運営を行いながら、県内外の同規模施設の運営内容について情報収集しつつ、新規

　活用方法について検討する。

・【電子自治体による情報基盤の充実】研修会等へ参加し、担当者のスキルアップを図るとともに、既存の「よろず申請」の活用を図っていく。

・【公共施設管理計画に基づく管理事業】個別計画と評価結果に基づき、令和3年度に公共施設等総合管理計画の改訂と併せて統廃合を含め

　た各施設の再編及び優先順位に基づいた維持管理を行う。
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